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2022 年 7 月 29 日  
   
   

株式会社清水銀行が実施する 

心建設株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る 
第三者意見  

 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社清水銀行が実施する心建設株式会社に対するポジティブ・

インパクト・ファイナンス（PIF）について、国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト・

ファイナンス原則への適合性に対する第三者意見書を提出しました。 

本件は、環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置されたポジティブイン

パクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」への整合性も併

せて確認しています。 

 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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第三者意見書 

2022年 7月 29日 

株式会社 日本格付研究所 

 

 

 

評価対象： 

心建設株式会社に対するポジティブ・インパクト・ファイナンス 

貸付人：株式会社清水銀行 

評価者：株式会社清水地域経済研究センター 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 

 

 

結論： 

本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジティブ・イン

パクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省のESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置さ

れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCRの確認事項と留意点 

JCR は、清水銀行が心建設株式会社（「心建設」）に対して実施する中小企業向けのポジ

ティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、株式会社清水地域経済研究センター

による分析・評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）の策定した PIF

原則に適合していること、および、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項

（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた

「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 

PIFとは、SDGsの目標達成に向けた企業活動を、金融機関が審査・評価することを通じ

て促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与える

ポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 

PIF原則は、4つの原則からなる。すなわち、第 1原則は、SDGsに資する三つの柱（環

境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるかまたはネガティブな影響を特定

し対処していること、第 2原則は、PIF実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツールを

含む評価フレームワークを作成すること、第 3原則は、ポジティブ・インパクトを測るプロ

ジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明

性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されてい

ることである。 

UNEP FIは、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIFイニシア

ティブ）を組成し、PIF推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。清水銀行は、中小企業向けの PIFの実施体制整備に際し、

清水地域経済研究センターと共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを

開発している。ただし、PIFイニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかの

ステップは、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業

を想定した分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と

協議しながら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、清水銀行及

び清水地域経済研究センターにそれを提示している。なお、清水銀行は、本ファイナンス実

施に際し、中小企業の定義を、PIF原則等で参照している IFC（国際金融公社）の定義に加

え、中小企業基本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企業としている。 

JCRは、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえで PIF原則

との適合性を確認した。 

① SDGsの三要素のうちの経済、PIF原則で参照するインパクト領域における「包括的

で健全な経済」、「経済収れん」の観点からポジティブな成果が期待できる事業主体で

ある。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用創出や雇用の維持を目的とし
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た中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を有すると定義されている。 

② 日本における企業数では全体の 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

52.9％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現の仕

方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 

③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 

 

II. PIF原則への適合に係る意見 

PIF原則 1 

SDGsに資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるか

またはネガティブな影響を特定し対処していること。 

SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

清水銀行及び清水地域経済研究センターは、本ファイナンスを通じ、心建設の持ちうるイ

ンパクトを、UNEP FI の定めるインパクト領域および SDGs の 169 ターゲットについて

包括的な分析を行った。 

この結果、心建設がポジティブな成果を発現するインパクト領域を有し、ネガティブな影

響を特定しその低減に努めていることを確認している。 

SDGsに対する貢献内容も明らかとなっている。 

 

PIF原則 2 

PIFを実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCRは、清水銀行が PIFを実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

価ツールを確立したことを確認した。 

 

(1) 清水銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

                                                   
1 経済センサス活動調査（2016年）。中小企業の定義は、中小企業基本法上の定義。業種によって異な

り、製造業は資本金 3億円以下または従業員 300人以下、サービス業は資本金 5千万円以下または従業

員 100人以下などだ。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20人以下の企業をさす。 



                 
 

 

 - 4 -  

 

 

(出所：清水銀行提供資料) 

 

(2) 実施プロセスについて、清水銀行では社内規程を整備している。 

 

(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、清水銀行からの委託を受けて、

清水地域経済研究センターが分析方法及び分析ツールを、UNEP FIが定めた PIFモ

デル・フレームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 

 

PIF原則 3 透明性 

PIFを提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 

・本 PIFを通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 

・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 

・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

PIF 原則 3 で求められる情報は、全て清水地域経済研究センターが作成した評価書を通

して銀行及び一般に開示される予定であることを確認した。 

 

PIF原則 4 評価 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、清水地域経済研究センターが、JCR の協力を得て、インパクトの

包括分析、特定、評価を行った。JCRは、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ

両側面のインパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
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III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 

インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 

本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人である心建設から貸付人である清水

銀行及び評価者である清水地域経済研究センターに対して開示がなされることとし、可能

な範囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 

 

IV. 結論 

以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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（第三者意見責任者） 

株式会社日本格付研究所 

サステナブル・ファイナンス評価部長 

 

 

                   

梶原 敦子 

 

 

 

 

 

担当主任アナリスト 

 

 

                    

梶原 敦子 

担当アナリスト 

 

 

                     

川越 広志 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR第三者意見の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ
アティブの策定したポジティブ・インパクト金融(PIF)原則への適合性及び環境省 ESG金融ハイレベル・
パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファ
イナンスの基本的考え方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポ
ジティブ・インパクト金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではあ
りません。 

本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCRが独自に収集した
情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、PIFによるポジティブな効果を定量的に証明するも
のではなく、その効果について責任を負うものではありません。本事業により調達される資金が同社の
設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の依頼する第三者によって
定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することはありませ
ん。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 

本意見作成にあたり、JCRは、以下の原則等を参照しています。 

国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブ・インパクト金融原則 

環境省 ESG金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 
「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と
は異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す
ることを約束するものではありません。 

5. JCRの第三者性 

本 PIF の事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生じる可能性のある資本関係、人的関
係等はありません。 

 

 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト金融原則への適合性について第三者意見を述べたもの
です。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 
・Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候変動イニシアティブ認定検証機関) 
 

■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 
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清水地域経済研究センターは、株式会社日本格付研究所の協力を得て、国連環境計

画金融計画（UNEP FI）が公表している「ポジティブ・インパクト・ファイナンス

金融原則」に則り、心建設株式会社（以下、心建設という）の包括的なインパクト分

析を行いました。 

清水銀行は、本評価書で特定されたポジティブインパクトの拡大とネガティブイン

パクトの低減に向けた取り組みを支援するため、心建設に対してポジティブ・インパ

クト・ファイナンス（以下、ＰＩＦという）を実行します。 

 

１．評価の概要 

（企業の事業概要） 

 心建設は、2014 年に株式会社不動産のおおさわの建築部門として設立された。 

不動産のおおさわが土地を仕入れ、心建設が建売住宅を建築、不動産のおおさわが販

売をする形態として、一体で事業活動がなされている。 

住宅については CO2 削減や環境負荷などへの関心が高まる中、心建設の建築する住

宅も、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）仕様をラインアップに加えるほか、

高断熱仕様とオール電化に伴うヒートポンプ式給湯器を標準装備とし、また太陽光パ

ネルの設置も推進している。 

（包括的分析） 

業種別インパクトの状況において、建築工事業と料金制または契約制による不動産

業のポジティブインパクトとして「住居」「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」

｢文化・伝統｣「包括的で健全な経済」「経済収束」が発現し、ネガティブインパク

トとして｢住居｣「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」「文化・伝統」「人格と人

の安全保障」「水（質）」「大気」「土壌」「生物多様性と生態系サービス」「資

源効率・安全性」「気候」「廃棄物」が発現する。 

（インパクト分析） 

インパクトレーダーによる標準値に対して、心建設の事業実態から｢文化・伝統｣の

ポジティブ・ネガティブインパクト双方と、｢住居｣｢水（質）｣「土壌」「生物多様

性と生態系サービス」のネガティブインパクトを削除し、ポジティブインパクトと

して｢教育｣を加えた。 

  この結果、心建設のポジティブインパクトとして「住居」「教育」「雇用」「エネ

ルギー」「包括的で健全な経済」「経済収束」を、ネガティブなインパクトとして

「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」「人格と人の安全保障」「大気」「資源効

率・安全性」「気候」「廃棄物」を特定した。 

（ＫＰＩの決定） 

  特定したポジティブインパクトに対し、社会面では女性の活躍する場を広げるため

「女性営業職の増員」、人材育成を図り、従業員満足度の向上を図るため「外国人

実習生の運転免許取得率」を KPI とした。また、ネガティブインパクトに対し環境
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面では「太陽光パネル装着率の向上による環境負荷の低減」、社会面では「健康確

保と従業員満足度を向上する」を KPI とした。 

（モニタリング） 

  モニタリング体制は、責任者に社長、管理責任者に顧問、担当部署として経理部を設定

し、今後少なくとも年 1 回はモニタリングする体制を構築し、進捗状況を確認する。 

 

２．ＰＩＦの概要 

今回実施予定の融資概要                                             

契約日および返済期限 2022 年７月２９日～2027 年 7 月２９日（5 年） 

金額 300,000,000 円 

資金使途 運転資金 

モニタリング期間 5 年 

 

３．企業概要 

企業名 心建設株式会社 （関連会社の「株式会社不動産のおおさわ」含む） 

所在地 心建設株式会社 

本社 浜松市浜北区内野 2987－7 

浜松第二事務所 浜松市浜北区内野 3030－１ 

浜松第三事務所 浜松市浜北区内野４３１９ 

島田事務所 島田市大津通 4－1 

株式会社不動産のおおさわ 

   浜松本社 浜松市浜北区本沢合 164－1 

   静岡営業所 静岡市駿河区敷地 2－4－43 

   富士営業所 富士市中柏原新田 213－1 

   豊川営業所 豊川市御津町下佐脇佐脇原 13－45 

   岡崎営業所 岡崎市久後崎町字三島下 10－3 

   半田営業所 愛知県半田市昭和町 2 丁目 48 三愛ビル 2 階 

海外拠点の有無 無し 

従業員 １０７名（グループ計） 

資本金 ５百万円 

業種 建築工事業 不動産業  

事業の内容 建売事業     98％ 

不動産事業    ２％ 

主要取引先 ＜主要仕入先＞ 

中部ホームサービス㈱ ３０．３９％ 

ポラテック富士㈱ １４．５７％ 

天竜木材㈱ ５．７０％ 
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エネジン㈱ ４．１６％ 

その他 ４５．１８％ 

＜主要販売先＞ 

一般顧客 他  

沿革 2010 年 4 月 不動産のおおさわ設立 

2014 年 2 月 心建設設立 

2016 年 5 月 島田市に心建設島田営業所開設 

2016 年 12 月 心建設本社近くに浜松第二営業所開設 

2018 年 4 月 袋井市に不動産のおおさわ袋井営業所開設 

2019 年 1 月 静岡市駿河区に不動産のおおさわ静岡営業所開設 

2020 年 10 月 浜松市浜北区に不動産のおおさわ本沢合営業所開設 

2020 年 11 月 愛知県豊川市に不動産のおおさわ豊川営業所開設 

2021 年 1 月 心建設本社近くに浜松第三営業所開設 

2021 年 6 月 愛知県岡崎市に不動産のおおさわ岡崎営業所開設 

2021 年 8 月 富士市に不動産のおおさわ富士営業所開設 

2021 年 9 月 愛知県半田市に不動産のおおさわ半田営業所開設 

       不動産のおおさわ袋井営業所を本沢合営業所と統合 

企業理念 真面目に働いていれば、誰でも購入できる住宅の提供 

経営方針 【心ひとつですべては決まる】 

すべての利益はお客様からいただいていることを認識し、住宅会社

として「節約をし、無駄を出さず、約束を守る」というあたりまえ

のことを真面目に取り組む 
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組織図 心建設は、不動産のおおさわの建売事業部門として設立され、

2019 年に現在の宮越社長が代表者として就任した。 

不動産のおおさわ社長は心建設の取締役を兼任しており、事業活動

は一体となって行われている。 

 

 

  

心建設社長

営業部

島田事業所

設計部 建築部 総務・人事部

取締役会 不動産のおおさわ社長

不動産のおおさわ
営業本部

静岡営業所

本沢合営業所

豊川営業所

岡崎営業所

富士営業所

半田営業所
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４．事業概要 

事業概要 

心建設の事業は、建売事業と不動産事業にて構成されている。 

202１年度実績において、建売事業売上は 3,781 百万円（98%）、不動産事業売上は

77 百万円（2%）となっている。 

本ファイナンスでは、国際標準産業分類における「建築工事業」、「料金制または契約

制による不動産業」として整理した。建売事業は建築工事業と不動産業と一体のため、イ

ンパクトの測定に際しては、建築工事業と不動産業の比率をそれぞれ 50％とした。 

（１）建売事業 

 

   

 

     

 

 

      

 

 

 

【土地の仕入】 本店含む 7 支店近隣の不動産会社から情報提供により現地状況確

認。設計、工事施工、販売、アフターサービスを一貫して行う会社であり、社長をは

じめ顧客のニーズを長年聞いてきたことにより、変形地でも顧客ニーズを踏まえた

区画割を実施するノウハウを有する。よって売れ残りの土地でも購入している実績

を認められて優先的に情報が集まるようになっている。 

 

【区画割】 上記ノウハウによって車を３台置けることなどを考慮して、不動産業

者では非常識となる変形地での区画割も行っている。 

参考資料 敢えて変形地での区画割を行った事例 
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【建物設計】自社で設計担当者８名がおり、区画に応じた最適な設計を行っている。

設計担当は８名のうち女性７名、外国人３名（ベトナム２名、ブラジル１名）。4LDK

から 5LDK の購買者層のニーズをすぐに反映して、シューズクロークや冷凍ストッ

カー設置スペース、リモートワークを考慮した夫婦１部屋などを作るほか、女性や

外国人の設計による家事の使い勝手や日常動線などを重要視するなど常識にとらわ

れない設計が行われている。 

参考資料 設計室で働く女性社員と同社の一般的な間取り図 

 

 

 

 

 

 

 

【資材調達】材木メーカーやパネルメーカー、キッチン、トイレ、ユニットバスなど

の仕入れ先については、設計ができた時点で（建設の３か月前）発注を行っており

信頼関係が構築されている。そのため、他の会社が木材不足や半導体問題で仕入れ

困難である状況下でも同社は問題なく仕入れができている。また、仕入れロットが

増えた現在においても、無理なダンピングや他の業者が行っているような住宅販売

協力などを行っておらず、WIN―WIN の関係を維持することも安定供給につながっ

ている。 

参考資料 

プレカットされた材木     エコキュート    システムキッチン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トイレ       ユニットバス 
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【工事施工】監督者、現場統括、工事の職人総勢４６名で基礎工事、建築工事、外構

工事などを自社で行っている。自社で建築部門を持っていることで納期が見込める

ほか、職人の技術力の向上による完成物件の質の高さが担保でき、アフターサービ

スについても顧客を待たせることなく対応できることにつながっている。 

また、ベトナム人は２名の監督者含め２４名。会社の成長のために職人の不足は

致命的になると考え、8 年前より外国人の採用を検討し様々な国の人材を検討する

中で、ベトナム人技能実習生を採用。外国人も日本人と同じように扱い、給料も同

水準で住居も一人１部屋を用意するなどして良い人材が集まってきている。先輩ベ

トナム人が後輩ベトナム人の言葉や生活の問題を、家族のように世話をするサイク

ルが整っている。今後は運転免許の取得支援と手当を与えることを考えている。 

 

参考資料  

ベトナム人現場監督         ベトナム人職人  

 

 

 

 

 

 

 

同社のベトナム人で構成する心サッカーチーム 
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【販売】現在営業は２４名。各営業所に所属している。営業方法は自社チラシのポス

ティングが主となる。自社で印刷しているチラシのポスティングを行い電話での問

い合わせや現場見学会での営業を行っている。社長の経験として、現場の掃除が地

域住民とのコミュニケーションにつながり、地域住民が顧客を連れてきてくれると

いう経験則があり、営業には草むしりから住宅の掃除までを行うことを徹底してい

る。 

参考資料 ちらし、営業と設計を交えた打ち合わせ風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アフターサービス】販売した住宅については販売後１か月目、３か月目、１年目、

２年目に連絡し、不具合がないかどうかを確認している。その中で出てくる小さな

気になる点も自社社員がすぐに修理を行うことにしており、別途顧客から申し出が

あればすぐに修理を行っている。また、その情報は社内で共有している。 

 

（２）不動産事業 

 

 

 

 

心建設 不動産の
おおさわ

地場の不動産会社

地場の不動産会社 地場の不動産会社

地場の不動産会社

一般顧客 

仕入れ 

仕入れ 
仕入れ 

仕入れ 

販売 
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不動産事業は更地で仕入れを行い、心建設が住宅を建設し販売を行う。 

ほぼ 100%が自社建売住宅のための土地仕入で、更地のままでの転売はほとんど 

発生しないため、建売事業と不動産事業は一体となっている。 

仕入れに際しては、地場の不動産会社との連携により仕入れを行っており、地域と

の連携体制を持って取り組んでいる。 

 

（３）売上比率 

販売対象は個人顧客が 100%となっており、初めて住宅を取得する「一次取得者」

が多くを占めている。 

 

（４）従業員の状況 

 

種類 男性 女性 合計 

役員 ２ ０ ２ 

工事職 ２３ １ ２４ 

工事職（外国人技能実習生） １０ ０ １０ 

工事職（外国人特定技能） １２ ０ １２ 

営業職（内、管理者） ２２（８） ２ ２４（８） 

設計者（内、管理者） １ ７（１） ８（１） 

事務職 ４ ６ １０ 

パート ９ ８ １７ 

合計 ８３（８） ２４（１） １０７（９） 

平均勤続年数（パート含む） ３年 ２．４年 ２．７年 

従業員の資格保有状況 

宅地建物取引士 １９名  

１級建築士 ２名 

２級建築士 ９名 

１級建築施工管理技士 ３名 

２級建築施工管理技士 １名 

行政書士 ２名 
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５．インパクト分析 

（１）インパクトの特定 

 ①インパクト特定分析 

心建設の事業は、建売事業と不動産事業が一体として運営されているため、それぞれの

セクター別の配分は 50％として UNEP FI のインパクトレーダーにおける標準値を基

に、前記の分析を踏まえ、下記のプレ審査シートにて個社別の状況を考慮して、インパ

クトと KPI 設定対象を特定した。 

インパクトの特定分析

入手可能性、アクセス可能性、手ごろさ、品質(一連の固有の特徴がニーズを満たす程度)

インパクト領域
UNEP FI
分析結果

個社分析 インパクトの詳細 KPI設定対象
関連するSDGs

ターゲット

ポジティブ

ネガティブ

ポジティブ

ネガティブ

ポジティブ 〇 〇 適正な価格で安全安心で環境の良い住環境を提供 11.1

ネガティブ 〇
土地は更地で仕入れており、廃屋の発生リスクは低い
地域の不動産業者と協調して土地の仕入れを行っており削除

ポジティブ 〇
建売事業と不動産事業を主な事業としており、健康・衛生
にはインパクトは与えないため削除

ネガティブ 〇 〇
オンライン会議システムを活用し本社出社の必要性を減少
女性の設計者や現場監督が働きやすい環境を確保

〇
5.1 5.b 8.2 8.5

8.8

ポジティブ 〇
国籍に関係なくスキル取得を支援
外国人実習生の自動車運転免許取得を経済的に支援

〇 4.3 4.4 4.5

ネガティブ

ポジティブ 〇 〇 国籍、性別を問わず働きがいがあり、働きやすい環境の醸成 〇 5.1 5.b 8.5 8.8

ネガティブ 〇 〇 建築現場での労働災害防止のための教育の徹底 4.4 8.8

ポジティブ 〇 〇 太陽光パネルの設置普及 〇 7.1 7.2 13.3

ネガティブ 〇 〇 高断熱仕様住宅の提供　ヒートポンプ給湯器の普及 7.3

ポジティブ

ネガティブ

ポジティブ

ネガティブ

ポジティブ 〇 文化・伝統の継続や発展に直接的なインパクトはなく削除

ネガティブ 〇 歴史的施設の近隣での開発行為などは行っていないため削除

ポジティブ

ネガティブ 〇 〇
日本従業員、外国人技能実習生とも社宅が用意され、原則
1人1室が確保されるなど個人のプライバシーが保たれる
ように配慮されている他、福利厚生も対等である。

10.2

ポジティブ

ネガティブ

ポジティブ

ネガティブ

ポジティブ

ネガティブ 〇
建築現場での残コンクリートなどの処理は、仕入先への処理の
指示を徹底、水(質)への影響は与えていないため削除

ポジティブ

ネガティブ 〇 〇

木造住宅の建築・販売が主業務であり、クレーン車等重機は保
有せず、外注利用も少なく大気への影響は少ない。
職人、現場監督の本社への出社回数や現場間の移動を最小限と
することで抑制している

ポジティブ

ネガティブ 〇
木造住宅の建築・販売が主業務であり、土壌への悪影響は
与えないことから削除

ポジティブ

ネガティブ 〇
山林を開発するなどの大規模開発は行っておらず、生物多様性
と生態系サービスへの影響は与えていないため削除

ポジティブ

ネガティブ 〇 〇
建築現場で極力廃材が生じないようプレカット材を外注し、
断熱材・石膏ボード等の端材は分別して処理し、リサイクル
可能なものはリサイクルすることで抑制

12.2 12.5

ポジティブ

ネガティブ 〇 〇
木造住宅の建築・販売が主業務であり、気候変動への悪影響は
少なく、エネルギー消費の少ない住宅の提供で間接的に抑制

ポジティブ

ネガティブ 〇 〇
建築現場で極力廃材が生じないようプレカット材を外注し、
断熱材・石膏ボード等の端材は分別して処理し、リサイクル可
能なものはリサイクルすることで抑制

12.2 12.5

ポジティブ 〇 〇
国籍や性別に関係なくスキルが取得でき、給与面でも国籍や性
別に関係なく仕事に応じた給与が支払われる体制となっている

〇 8.2 8.5

ネガティブ

ポジティブ 〇 〇
仕入、設計、建築、販売、アフターフォローを一貫して行い蓄
積したノウハウで事業を拡大し、地域の経済に貢献している

8.1 8.2 8.3

ネガティブ

経済収束

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・安全性

気候

廃棄物

環境の制約内で人間のニーズを満たす手段としての人と社会の経済的価値創造

包括的で健全な経済

土壌

雇用

エネルギー

移動手段
（モビリティ）

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義・公正

強固な制度・平和・
安定

質(物理的・化学的構成・性質)と有効利用

水

大気

教育

入手可能性、アクセス可能性、手ごろさ、品質(一連の固有の特徴がニーズを満たす程度)

水

食糧

住居

健康・衛生
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②建売事業のインパクト特定 

  建売事業は国際標準産業分類における「建築工事業」に分類されるが、インパクトレー

ダーの標準値として発現した項目に、前記の包括的分析にて判明した項目を追加・削除

した。 

  標準値：ポジティブ「住居」「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」 

「包括的で健全な経済」「経済収束」 

ネガティブ「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」「文化・伝統」 

「人格と人の安全保障」「水（質）」「大気」「土壌」 

「生物多様性と生態系サービス」「資源効率・安全性」「気候」 

「廃棄物」 

  追加項目：ポジティブ｢教育｣ 

  削除項目：ポジティブ「健康・衛生」 

ネガティブ「文化・伝統」「水（質）」「土壌」 

「生物多様性と生態系サービス」 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ
水（入手可能性） 〇 〇 〇 〇
食糧 〇 〇 〇 〇
住居 ● 〇 ● 〇
健康・衛生 ● ● 〇 ●
教育 〇 〇 ● 〇
雇用 ● ● ● ●
エネルギー ● ● ● ●
移動手段 〇 〇 〇 〇
情報 〇 〇 〇 〇
文化・伝統 〇 ● 〇 〇
人格と人の安全保障 〇 ● 〇 ●
正義 〇 〇 〇 〇
強固な制度・平和・安定 〇 〇 〇 〇
水（質） 〇 ● 〇 〇
大気 〇 ● 〇 ●
土壌 〇 ● 〇 〇
生物多様性と生態系サービス 〇 ● 〇 〇
資源効率・安全性 〇 ● 〇 ●
気候 〇 ● 〇 ●
廃棄物 〇 ● 〇 ●
包括的で健全な経済 ● 〇 ● 〇
経済収束 ● 〇 ● 〇
その他 〇 〇 〇 〇

標準値 修正値
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③不動産事業のインパクト 

不動産事業は国際標準産業分類における「料金制または契約制による不動産業」に分類

されるが、インパクトレーダーの標準値として発現した項目に、前記の包括的分析にて

判明した項目を追加・削除した。 

  標準値：ポジティブ「住居」「健康・衛生」「雇用」「文化・伝統」 

「包括的で健全な経済」 

ネガティブ「住居」「健康・衛生」「雇用」「文化・伝統」 

「水（質）」「土壌」「生物多様性と生態系サービス」 

「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」 

修正値追加項目：ポジティブ｢教育｣ 

             「エネルギー」（建売事業で生じるため追加） 

「経済収束」（建売事業で生じるため追加） 

        ネガティブ「大気」（建売事業で生じるため追加） 

             「エネルギー」（建売事業で生じるため追加） 

修正値削除項目：ポジティブ「文化・伝統」 

        ネガティブ「文化・伝統」「水（質）」「土壌」 

             「生物多様性と生態系サービス」

 

 

  標準値では、建売事業、不動産事業のいずれも｢教育｣についてのインパクトは発現しな 

いが、心建設は日本人、外国人を問わずに従業員の資格取得に力を入れており、ベトナ 

ム人技能実習生の運転免許取得も経済面、時間面での支援を行っていることから追加し 

た。 

 

ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ
水（入手可能性） 〇 〇 〇 〇
食糧 〇 〇 〇 〇
住居 ● ● ● 〇
健康・衛生 ● ● 〇 ●
教育 〇 〇 ● 〇
雇用 ● ● ● ●
エネルギー 〇 〇 ● ●
移動手段 〇 〇 〇 〇
情報 〇 〇 〇 〇
文化・伝統 ● ● 〇 〇
人格と人の安全保障 〇 〇 〇 〇
正義 〇 〇 〇 〇
強固な制度・平和・安定 〇 〇 〇 〇
水（質） 〇 ● 〇 〇
大気 〇 〇 〇 ●
土壌 〇 ● 〇 〇
生物多様性と生態系サービス 〇 ● 〇 〇
資源効率・安全性 〇 ● 〇 ●
気候 〇 ● 〇 ●
廃棄物 〇 ● 〇 ●
包括的で健全な経済 ● 〇 ● 〇
経済収束 〇 〇 ● 〇
その他 〇 〇 〇 〇

標準値 修正値
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④標準値でインパクトが発現した項目で、個社別分析で除外したものとその理由 

  ｢住居｣のネガティブインパクトについては、心建設は土地は更地で仕入れており、廃屋 

  の発生リスクは低く、地域の不動産業者と強調して土地の仕入れを行っていることから 

  削除した。 

  「健康・衛生」のポジティブインパクトについては、心建設の事業では医療サービス、

薬品、社会福祉サービスは行っていないことから削除した。 

｢文化・伝統｣のポジティブ、ネガティブ双方のインパクトについては、心建設の事業は

文化・伝統の継続や発展に直接的な影響は与えておらず、また、歴史的施設の近隣での

開発行為などを行っていないことから削除した。 

  ｢水(質)｣のネガティブインパクトについては、建築現場での残コンクリートなどの処理 

  は仕入先に処理を徹底しており、｢水(質)｣への影響は与えていないため削除した。 

  「土壌」のネガティブインパクトについては、木造住宅の建築・販売が主業務であり、

土壌への悪影響は与えないことから削除した。 

「生物多様性と生態系サービス」のネガティブインパクトついては山林を開発するなど 

の大規模開発は行っていないことから削除した。 

 

⑤ KPI は設定しないがインパクトを特定する項目 

  以下の項目については、事業のなかでポジティブインパクトを与えるまたはネガティブ

インパクトを抑制する活動を行っているが、具体的な KPI の設定と測定が難しいことか

ら、インパクトの特定は行うものの、KPI の設定は行わないこととした。 

 a.｢住居｣については、心建設は購入者の希望や生活設計に合わせた住宅の提案、販売を

行っており、適正な価格で安全安心な環境の良い住環境を提供しており、ポジティブ

インパクトを与えている。対応するＳＤＧｓは以下の通りである。 

11.1：2030 年までに、すべての人々の、適切、安全かつ安価な住宅及び 

基本的サービスへのアクセスを確保し、スラムを改善する。 

 

  b.｢エネルギー｣｢資源効率・安全性｣については、高断熱仕様住宅の提供と、100％オー

ル電化住宅化によりヒートポンプ給湯器の普及を図ることで、ポジティブインパクト

を与えている。対応する SDGｓは以下の通りである。 

7.3：2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。 
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  c.｢人格と人の安全保障｣については、心建設は外国人労働者、外国人技能実習生を積極

的に採用しているが、社宅なども原則 1 人 1 室が確保されるなど、個人のプライバ

シーが保たれるように配慮されるなど、福利厚生などの面でも日本人従業員と対等の

取扱いがなされており、ネガティブインパクトを抑制している。対応する SDGｓは

以下の通りである。 

10.2：2030 年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、 

あるいは経済的地位その他の状況に関わり無く、すべての人々の 

能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 

 d.｢大気｣については、木造住宅の建築・販売が主業務であり、クレーン車等重機は保有

せず、外注利用も基礎打設や上棟時のクレーン車使用程度と少なく、大気への影響は

少ない。作業車両、営業車両へのハイブリッド車などの導入は行っていないが、職

人、現場監督の本社への出社回数や現場間の移動を最小限とすることでネガティブイ

ンパクトを抑制している。対応する SDGｓは以下の通りである。 

11.6：2030 年までに、大気の質及び一般ならびにその他の廃棄物の管理   

に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環 

境上の悪影響を軽減する。 

e.「資源効率・安全性」｢廃棄物｣については、建築現場で極力廃材が生じないようにプレ

カット材を外注し、断熱材・石膏ボード等の端材は分別して処理し、リサイクル可能な

ものはリサイクルすることでネガティブインパクトを抑制している。対応する SDGｓ

は以下の通りである。 

12.2：2030 年までに、天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達 

成する。 

12.5：2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用に 

より、廃棄物の発生を大幅に削減する。 

  f.｢経済収束｣については、仕入、設計、建築、販売、アフターサービスを一貫して行い

蓄積したノウハウで事業の拡大することで、地域経済にポジティブインパクトを与え

ている。対応するＳＤＧｓは以下の通りである。 

8.2：高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置くことなどによ 

り、多様化、技術向上及びイノベーションを通じた高いレベルの経済 

生産性を達成する。 

8.3：生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベーションを支援 

する開発重視型の政策を促進するとともに、金融サービスへのアクセ 

ス改善などを通じて中小零細企業の設立や成長を奨励する。 
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（２）インパクトレーダー 

   特定したインパクトをもとにインパクトレーダーで発現したインパクト・マップは 

以下のとおりとなる。 
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入手可能性、アクセス可能性、 

手ごろさ、品質 

質（物理的・化学的構成・ 

性質）と有効利用 

人と社会のための経済的 

価値創造 

水 水 包括的で健全な経済 

食糧 大気 経済収束 

住居 土壌  

健康・衛生 生物多様性と生態系サービス  

教育 資源効率・安全性  

雇用 気候  

エネルギー 廃棄物  

移動手段   

情報   

文化・伝統   

人格と人の安全保障   

正義   

強固な制度・平和・安定   
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６．ＫＰＩの決定 

（１）ポジティブなインパクトの成果が期待できる事項 

 <社会面> 

テーマ 女性の活躍する場所を広げる 

インパクトレーダー 雇用 

取組内容 営業職の女性を増加する 

SDGｓとの関連性 

 

 

 

 

5.1：あらゆる場所における全ての女性及び女児に対するあらゆる 

差別を撤廃する 

5b：女性の能力強化促進のため、ICT をはじめとする実現技術の 

     活用を強化する 

8.5：2030 年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び女性の、

完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、 

ならびに同一価値の労働についての同一賃金を達成する 

8.8：移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にあ 

   る労働者等、全ての労働者の権利を保護し、安全･安心な労 

働環境を促進する 

KPI 2027 年までに女性営業職を 4 名採用し、現状の２名から６名に

増員する 

  

テーマ 人材育成を図り、従業員満足度の向上を図る 

インパクトレーダー 教育 

取組内容 外国人従業員の運転免許取得率の向上 

外国人従業員の満足度向上を図るとともに、現場への送迎減少に

も繋げる 

SDGｓとの関連性 

 

 

 

 

4.3：2030 年までに、全ての人々が男女の区別無く、手の届く質 

の高い技術教育・職業教育及び大学を含む高等技術への平等 

なアクセスを得られるようにする 

4.4：2030 年までに、技術的・職業的スキル等、雇用、働きがい 

のある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を備えた若者と 

成人の割合を大幅に向上させる 

4.5：2030 年までに、教育におけるジェンダー格差を無くし、障 

害者、先住民及び脆弱な立場にある子供など、脆弱層があら

ゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるように

する 

KPI 2027 年までに外国人従業員の運転免許取得率を現状の 52％から

80％にする 
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 <環境面> 

テーマ 太陽光パネル装着率の向上による環境負荷の低減 

インパクトレーダー エネルギー 

取組内容 太陽光パネル装着を全顧客に対して行う 

SDGｓとの関連性 7.1：2030 年までに、安価かつ信頼できる現代的エネルギー 

サービスへの普遍的アクセスを確保する 

7.2：2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再 

生可能エネルギーの割合を大幅に拡大させる 

7.3：2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を 

倍増させる 

13.3：気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する 

教育、啓発、人的能力及び制度機能を改善する 

KPI 現在はすべての顧客に対して太陽光パネル設置を勧めていない

が、太陽光パネル設置を 100％の顧客に勧める 

これにより現在 70％の装着率を 10％向上して 80％とする 
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（２）ネガティブなインパクトの抑制が期待できる事項 

 <社会面> 

テーマ 健康確保と従業員満足度を向上する 

インパクトレーダー 健康・衛生 

雇用 

取組内容 オンライン会議システムの活用などにより、リモートワークを 

促進し感染症の拡大防止策とするとともに、子供の学校への送迎

など子育てなどの時間を創出することで、健康・衛生面でのネガ

ティブインパクトを減少し、働きやすい環境を醸成する 

SDGｓとの関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1：2030 年までに、世界の妊産婦の死亡率を出生 10 万人あ 

たり 70 人未満に削減する 

3.2：全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生 1,000 件中 12 

件以下まで減らし、5 歳以下死亡率を少なくとも出生

1,000 件中 25 件以下まで減らすことを目指し、2030

年までに、新生児および 5 歳未満児の予防可能な死亡を根

絶する 

3.3：2030 年までに、エイズ、結核、マラリアおよび顧みられ 

ない熱帯病といった伝染病を根絶するとともに肝炎、水系 

感染症及びその他の感染症に対処する 

5.1：あらゆる場所における全ての女性及び女児に対するあら 

ゆる差別を撤廃する 

5b：女性の能力強化促進のため、ICT をはじめとする実現技術 

の活用を強化する 

8.5：2030 年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び女 

性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らし

い仕事、ならびに同一価値の労働についての同一賃金を達

成する 

8.8：移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態 

にある労働者等、全ての労働者の権利を保護し、安全･ 

安心な労働環境を促進する 

KPI 営業部、事務部、設計部の現状 42 名の従業員の会社への出勤率

を６０％にし、在宅勤務を 40％まで引き上げる。 
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７．モニタリング 

（１）モニタリング体制 

 心建設では、本 PIF の組成にあたり、組織横断的なプロジェクトチームを結成。宮越社長を

責任者、齋木顧問を管理責任者とし、経理部が統括担当部署となり、各部門が連携を図りなが

ら、同社の事業方針、実績、活動等の棚卸しを行い、本 PIF のインパクトの特定および目標と

KPI の策定を行った。 

本 PIF 実行後においては、決定したインパクトの内容や KPI を会議等で社員へ周知し、KPI の

達成に向けた推進体制を構築していく。 

責任者 代表取締役 宮越 和昭 

管理責任者 顧問 齋木 洋成 

統括担当部署 経理部 

 

 

（２）モニタリングの頻度と方法 

本 PIF で設定した KPI および進捗状況については、心建設と清水銀行および当社の担当者 

が定期的な場を設け、共有する。会合は少なくとも年に 1 回は実施するほか、日頃の清水 

銀行の情報交換、営業活動の場等を通じて実施する。 

本評価に関する説明 

１．本評価書は、清水地域経済研究センターが、清水銀行から委託を受けて実施したもので、

清水地域経済研究センターが清水銀行に対して提出するものです。 

２．清水地域経済研究センターは、依頼者である清水銀行及び清水銀行がポジティブインパク

トファイナンスを実行する心建設から供与された情報や心建設で収集した情報に基づいて、

現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポジティブな成果・見通

し等を保証するものではありません。 

３．清水地域経済研究センターが本評価に用いた情報は、信頼できるものと判断したものでは

あるものの、その正確性等について独自に検証しているわけではありません。清水地域経済

研究センターはこれらの情報の正確性、適時性、完全性、適合性その他一切の事項につい

て、何ら表明または保証するものではありません。 

４．本評価は、国連環境計画金融イニシアティブ(UNEP FI)が提唱した PIF 原則及び PIF 実施

ガイド、ESG 金融ハイレベル・パネルにおいてポジティブインパクトファイナンスタスク

フォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則って行っております。 

〈評価書作成者〉 

〒424-0941 

静岡市清水区富士見町 2 番 1 号 

株式会社清水地域経済研究センター 

常務取締役 杉山 晶彦 

Tel 054-355-5510、Fax 054-353-6011 


